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2011道本部組織労働局発第466号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2011年9月26日
各　地方本部・単組・総支部　委員長様　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自治労北海道本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　執行委員長　山上　潔
三条市における「自衛隊生活体験研修」に対する緊急抗議
打電行動について（お願い）
連日の取り組みに敬意を表します。
さて、新潟県三条市では、７月に豪雨水害により災害救助法が適用されるほどの被害に見舞われ、現在全市を挙げて災害復旧への対応を行っています。
ところが、三条市当局は「組織人としての意識や規律性を持った職員の育成を図るため」という考えから、職員に対し「自衛隊生活体験研修」の強制実施を通知しました。これを受け三条市労連は当局に対し申入れ・抗議等の取り組みを行ってきましたが、当局は「すでに人材育成基本計画と今年度予算に盛り込んである」とし実施を強行しようとしています。
このような三条市当局の暴挙に対し強く抗議するとともに、当局の考えを正すため、三条市長への緊急抗議行動について、各地本、単組・総支部での積極的な取り組みを要請いたします。
１．打電先（レタックス、電報、郵送での取り組みとします）
　　三条市長　國定　勇人（くにさだ　いさと）　様
〒955-8686　新潟県三条市旭町2-3-1　三条市役所
電話:0256-34-5511
２．取り組み期間
　　9月26日（月）～9月30日（金）（新潟県本部では9月28日に集中実施予定）

３．取り組み主体　　各地本、単組・総支部

４．文例
①「他市や国・県から70人にも及ぶ人的応援を受けているなかで、約36人もの職員を職場研修に行かせるべきではない」
②「災害対応への人的資源の配分を最重点に行うべきで、この時期に職場外研修を行うべきではない」
③「職員研修の実施は当局によって強制されるものではない。地公法39条に準じて実施されるべきである」
④「自治体に求められる研修は、主体的かつ的確に行政課題に取り組める能力育成に主眼を置くべきで、上意下達の自衛隊による研修はなじまない」
５．取組報告　　１０月７（金）までに、下記の報告書により、報告願います。　
以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【報告書】　報告＝道本部賃金労働部（櫛部・小杉）　

FAX011-700-2053　10月７日（金）まで

三条市における「自衛隊生活体験研修」に対する緊急抗議打電集約
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